

























　あれから 25 年が経ち、本学にはすでに 1994 年に新設された外国語学部がある。いまや 1






めて私立大学の経営戦略を考察したいと思う 3。その 25 年前の 1990 年は奇しくも、日本の
１ 　古田 龍助稿 「私立大学差別化戦略とその効果」日本経営学会『経営学論集』第 60 巻 1990 年　
pp.257－263
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2009 年には、206 万人から 122 万人まで大学市場が大きく縮小すると誰にでもわかる 4。だが、
この事実に強く反応して大きな危機感を抱き果敢に動くのは、有能なオーナー理事長でない
と無理だったのだろう。ちなみに 2012 年の出生数は、厚生労働省の推計によれば、統計が残
る 1899 年以降で最少の 103 万人である。つまり 18 年後の 2030 年には、2013 年の 123 万人








４　実際には、2009 年の 18 歳人口は 121 万人だったから、１万人は 18 歳までに死亡したことになる。
５ 　この 20 万人減のインパクトがどれほどのものかをイメージするために、文科省と旺文社教育情報セ
ンターが 2012 年に公表した資料を参考にすると、2011 年度の全国の大学入学者数は 61 万 3 千人で、
うち私立大学分は 48 万 2 千人である。すると 20 万人の市場縮小は、大学進学率を 50％とすれば、こ





































































































10 　岡田 正太稿 「ポーター VS. バーニー論争の構図」 『ダイヤモンド・ハーバードビジネスレビュー』　
2001 年 5 月
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　支出項目のうち最大の比率を占めるのが 40 ～ 70％の人件費だから、これがいかに低めに
コントロールされているかどうかを知るだけでも、経営意識の定着度はすぐにわかる。私が
これまで自分で確認して驚かされたのが、関関同立の人件費比率である。専任教職員の年収
は非常に高いにもかかわらず、40％台なのである。ところが、週刊ダイヤモンドが 2012 年 9
月 27 日号で発表した全国 560 校の大学ランキングによれば 12、教員 1 人当りの学生数は同志








社大学が 38.7 名で関西大学が 36.3 名と、公表値としては私立大学の標準的な水準である 13。
　ちなみに、金沢工業大学の 2011 年度決算書を見ると、人件費比率は 40.2％と最低水準にま
で抑えられている。にもかかわらず、上記のランキングでは教員 1 人当りの学生数が 23.3 名
となっている。種明かしをすれば、私が実際に同大学で聞いたところによれば、国立大学を
定年退官した教授を、専任としてカウントされる特任教授として大量に採用している。60 代

























No.288 私学高等教育研究所 2007 年
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が常識である。あるいは、教員 1 人当り 35 ～ 40 名の学生数が、私大文系では標準的な採算
ラインである 15。100 名以下の定員でも、学科となれば同じ設置基準が適用されるから、100
名以下のミニ学科が多いと過剰な数の教員を抱え込み、人件費比率を危険水準にまで押し上
げかねない。大手私大の中には 600 名もの学部定員でも 1 学科とし、多数の専攻を設けてい
るところもある。設置基準上の教員数を最小限に抑えておけば、あとは教育上の必要性に応
じて柔軟に専任教員数を調整することができるのである。専任職員数には設置基準がないの







連性を強く意識したのは、2011 年 7 月末に金沢工業大学を初めて訪問し、産学連携機構事務
局長の村井 好博・常任理事と長時間にわたり面談してからであった。
　この大学の非常に有名な教育改革は、1991 年 9 月に最初に米国大学視察が行われたことに
15 　「大学における大学生・教員数比率の国際比較」というネット上で公表されている報告書によれば、
この 35 ～ 40 名という数字は、国際的にはとんでもないマスプロ教育を意味している。米国の名門私
学であるハーバード大やイェール大だと 5 名以下になるが、日本の私立大学の学費は国際的には安す






端を発している。1992 年から 6 年にかけて、教育改革検討委員会が設置され、延べ 100 回を
超える委員会が開催された 16。その間に、延べ 170 名の教職員が米国の大学を視察している。






























19　岩野 茂道著『キャンパスは緑なり』文眞堂 1996 年 106 頁
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下、建設中の 23 号館は、プロジェクト教育専用の棟である。1 階には、6 人までにグループ
が 1 週間単位でレンタルできる 61 ものブースが配置されると言う。




　同大学の学生数は、2012 年度で学部生が 6702 名、大学院生が 495 名で計 7197 名であり、
それに対して教員は 344 名、職員は 266 名である。金沢工業大学の総教員数 344 名のうち
75％が博士号の取得者であり、117 名が基礎教育部の専任教員である。それでも金沢工業大
学の帰属収入に占める人件費の割合は、財務が良好な大学によく見られる 40％台である。
　これらの数字を総合的に見ると、学生から徴収する 110 億円を含む帰属収入の 141 億円
は、低い人件費で可能な限り大量の教職員の配置（55 億円）、教育の舞台装置づくりへの投資
（12.5 億円）、教育研究経費（59 億円）に大部分が振り向けられており、管理経費は 18 億円
でしかない。明確な戦略ポジショニングのもとで、「教育力日本一」のスローガンに忠実に、
入学生の教育に有効なように経営資源が投入配置されていると確認できる。年間 152 万円（1









　この大学は公立だから、2011 年度の入学生までは授業料が 54 万円で 3 食付きの寮費が 43
万円と 20、破格に安い金額で米国そのもの大学教育（100％英語）が秋田で受けられるのであ
る。ただし、入学生の TOEFL 平均点は 510 だと言うから、高校までによほど英語ができる
20 　2012 年度の入学生から、授業料は 16 万円増の 69.6 万円に値上げされている。なお、県内生の入学
金は 28.2 万円で県外生は 42.3 万円である。寮費も 2012 年入学生から、月額 3000 ～ 5000 円の値上げ
になる。
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の大手製造業が半数を占めている。商社は 16％しかない。つまり AIU の卒業生は、国内市
場に根を降ろした大手製造業に軸足を置き、その安心感の上で海外業務に従事することを好
んでいるのではないか、と推察される。
　入学生の TOEFL 平均点は 510 だから、中には 600 点台の入学生もいる。600 点と言えば、
米国の博士課程にも入学できる英語力である。ではなぜ秋田の米国式大学ではなく、そのま
ま米国に留学しないのかと言えば、まずは経済的な問題がある。1 年間の留学費用は、米国
だと都市部でだいたい 300 ～ 350 万円、地方都市で 250 ～ 300 万円がひとつの目安になると



















が増える可能性は懸念される。また、中嶋 嶺雄・学長理事長は 2013 年 2 月 14 日に死去されたので、
カリスマ亡き後、役所特有の異動が頻繁な事務局で教育・経営革新力を維持できるのかどうかも、不








AIU の経費総額の 6 割が国と秋田県からの補助金で賄われているから、割安感では私学はと









母体として、1975 年に工学部から出発している。その後、1983 年に薬学部を新設し 1988 年
から法学部を新設して、戦略ポジショニングを文系にまで拡張している。1998 年には、同じ
学校法人常翔学園のもとで広島国際大学も開設されている。
　摂南大学の学生総数は 7000 名弱で、法・外国語・経済・経営・理工・薬の 6 学部と大学院
で構成されている。在学生の 86％が近畿圏から集まっており、北海道から 10 名、沖縄から
も 9 名と集めてはいるが、地理的なポジショニングはあくまで近畿圏限定である。関西の私
立大学市場と言えば、学生数が 2 ～ 3 万人台の「関関同立」を頂点として、その下で「産近






























































23　P・F. ドラッカー著『マネジメント－基本と原則』ダイヤモンド社 エッセンシャル版 2001 年


































得ることができるが、18 歳から 60 歳くらいの定年まで地理的に同じ場所で仕事をし続ける
のでは、保守的にならない方がどうかしている。いくら同質社会の日本でも、大学業界以外
27 　大学の再生ストーリーとしてよく知られているのが早稲田大学の事例だろう。關 昭太郎著の『早稲






























28 　古賀 茂明著の『官僚の責任』（PHP 研究所 2011 年）を読んで、日本にはもう 1 ヶ所、私立大学のよ
うに特定大学の、しかも特定学部の卒業生が 8 ～ 9 割を占める職場があることを思い出した。中央官
庁である。だから発想と思考パターンが似通って柔軟性が損なわれると、古賀氏も指摘している。





違うが、公表されている職員数は 266 名で、1 人当たりの学生数は 27 名と私大平均よりはるかに少な
いから、確かに給料は安いのだろう。
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いったい誰が責任を持って 18 年前から対策を練るかが大問題である。私も含めて 18 年後に
は引退している世代ではなく、18 年後に 50 ～ 60 歳代になる 32 ～ 42 歳の中堅教職員に真剣
に経営戦略を構想してもらうように、現経営陣は強く働きかけなければいけない。
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